
はじめに

アフガニスタンの状況は、流動化の一途をたどっている。当初は、アフガニスタンの将

来に楽観的であった者も、次第にそのトーンを変え始めている。状況悪化の端的な証左は、

旧タリバーン勢力の勢力回復である。アフガニスタンの南部地域ではタリバーンの影響力

が増幅する一方であるとされる。「アフガニスタンは失敗国家に戻ってしまうかもしれない」

という見方が、最近になって急速に広まってきているのである（1）。

タリバーン勢力の暗躍という状況は、アフガニスタンにおける平和構築全体に対する評

価と一体のものとして、分析されなければならない。ただしそれは単に平和構築が成功し

ているか、失敗しているか、という問いにしたがってのみなされる分析ではない。そもそ

もアフガニスタンの平和構築がどのような「限界」を当初からもっていたのかを冷静に認

識したうえで、現状を把握することが必要である。

アフガニスタンにおける平和構築は頓挫しつつあるのか。もしそうだとすれば、いかな

る要因によるものであり、どの程度までにそう言えるものなのか。

本稿では、こうした問いを念頭に置いて、アフガニスタンにおける紛争と平和構築の経

緯を振り返りつつ、「アフガニスタンにおける平和構築とその限界」を分析することを試み

る。紙幅の関係から、詳細な現状分析を施すというよりも、むしろアフガニスタンの平和

構築の特色を捉え直すことに力点を置く。平和構築の全体像のなかで、今日の現状を評価

する枠組みを見出すことが、本稿の目標である。

1 アフガニスタンがもつ地理的・歴史的制約

アフガニスタンの約65万平方キロの国土のおよそ3分の2は標高1500メートル以上で、

90%以上が山岳または高原地帯になっており、冬季には雪で閉ざされ、しかも一年を通じて

ほとんど雨が降らない（2）。ほとんどのアフガン人が生存手段を農業に頼っているにもかかわ

らず、農耕に適した土地は国土のわずか10%、牧草の生育に適しているのも40%にすぎな

い（3）。こうした背景のなかで、貧困農民がケシ栽培に依存する、あるいは非合法経済を押さ

えた勢力が暗躍する、という状況が生まれる。

またアフガニスタンのすべての国境線が陸地であることも、重大な意味をもつ。単に国

家の地理的境界線が不明確であるだけではなく、国境管理に限界があることは、あらゆる
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政策決定の際に考慮されなければならない事実である。米軍の投入をもってしても、この

環境の根本的な改変にはつながらなかった。こうした苛酷かつ複雑な環境のなかで、中央

政府が全国を統一的に安定化させていくのは、至難の業である。実際のところ、アフガニ

スタンの歴史は、数々の混乱で彩られている。

18世紀にカンダハールを中心都市としたパシュトゥーン民族の部族連合王朝として国家

としての体裁をとり始めた頃のアフガニスタンは（4）、カンダハールを首都とするパシュトゥ

ーン人の王国であった。今日のパキスタンとの国境線となっている「デュランド・ライン」

を越えた現在のパキスタン領内のパシュトゥーン人を含みこんでいた一方で、それ以外の

民族は含んでいなかった。非パシュトゥーン人も含む「アフガン人」の概念が確立したの

は、ほとんど20世紀になってからだという（5）。18世紀の当時からアフガニスタンでは、地

方の勢力が群雄割拠する状況が続いていた（6）。そこで重要事項の決定は部族長評議会で行な

うという仕組みも唱えられたが、長くは続かなかった（7）。

1838年にヘラートに迫るペルシア・ロシア連合軍を撃退したアフガニスタン軍を強固に

支援した後、英国は、さらに英領インドの権益を拡大させるために、1842年と1878年にア

フガニスタンに侵攻した。いずれの場合にも結局は抵抗にあって撤退する。だが代わって

親英的なアブドゥール・ラフマン国王が、数々の反乱を制し、国家の行政構造を整え、常

備の正規国軍を設立して、内政安定に努めた。そして1919年に王位についたアマヌッラ

ー・カーンが、即位と同時にアフガニスタンの完全独立を宣言するに至る。

そこで注意しておくべきなのは、ラフマン国王が近代化を進めるなかで、英国の圧力に

抗しきれず、パシュトゥーン人の分断を固定化する「デュランド合意書」に署名したこと

であろう。その後のアフガニスタン独立も、国境問題を処理する余裕がなかったため、「デ

ュランド・ライン」を固定する形で行なわれた。国家としてのアフガニスタンの成立とそ

の近代化は、民族を分断する国境線問題を棚上げにすることで達成された。パキスタンと

の国境問題をめぐるパシュトゥーン人の帰属問題は、さまざまな他の争点と結びついて繰

り返し現われる、アフガニスタンという国家が抱える暗部であり、この問題を閑却したま

ま「国づくり」を進めることには、限界がある。

その後、混乱のなかで目まぐるしく国王が変わるなか、1973年に起こったクーデタで国

王が放逐され、1978年のクーデタでは、共産主義政党が権力を握り、急進的な共産化政策

と徹底した反政府勢力の弾圧を行なった。その後の共産党内の分裂と国内情勢不安は、つ

いに1979年12月のソ連軍侵攻を招く。そして1980年代を通じて、ソ連軍および親ソ的なバ

ブラク・カルマルの傀儡政権（1986年からはナジブラ政権）と、イスラーム教を信奉するア

フガン人を中心とする「ムジャヒディン（聖戦の戦士）」勢力との間で、内戦が展開した（8）。

米国を中心とする西側陣営諸国は、ムジャヒディン勢力を支援し、戦況は一進一退を繰り

返した。

こうしたアフガニスタンの歴史をみると、その統一国家としての存続の困難を、痛切に

思い知らされる。しかしその困難は、決してアフガン人の独立心を阻害するものでもなか

った。19世紀初頭にアフガニスタンの宮廷とペシャワール（現在のパキスタン北部の都市）
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で条約交渉にあたった東インド会社のマウントスチュアート・エルフィンストーンは、次

のように記していた。

王の直接支配が及ぶのは、すぐ周辺の町や地方までであること。もっとも近くにいる氏

族の服従が不安定で、遠く離れた氏族が独立を保っていること。……国内の各社会に、拒

絶と分裂の法則が存在するのではないかという懸念がもたれるのは、もっともである。こ

のきわめて強力な法則を崩せる力は、全体をしっかりまとめながらも、全社会の特色を破

壊し、消し去ってしまうような力である。……各部族の内部統治が非常にうまく機能して

おり、王の統治がいかに無秩序であっても、その機能はけっして混乱することがなく、国

民の生活に支障が出ることもない。秩序ある活気に満ちた多数の共和政体は、この粗野な

国をいつでも専制君主から守る準備ができていて、内戦になっても敵の貧弱な攻撃を迎え

撃つことができる。……（訪問者は）なぜ国家がこれほどの無秩序の中で存続できるのか、

理解に苦しむだろう（9）。

「秩序ある活気に満ちた多数の共和政体」である各部族は、アフガニスタンという国の

「無秩序」に連なっている。19世紀から今日にかけてまでの時代に、この「拒絶と分裂の法

則」を変えるべく、部族主義者、近代化主義者、共産主義者、イスラーム原理主義者、そ

して英国、ロシア、ソ連、米国が、次々とアフガニスタンに登場した。しかしいずれの場

合においても、アフガニスタンという国に歴史的に観察されるある種の「法則」を崩すま

でには至らなかったのである。

カブールの中央政府は、大国のどちらか一方（英国かロシア、あるいは米国かソ連）に近づ

き、その大国の力を背景にして、国家統一を図っていく傾向をもつ。19世紀末には英国を

利用して近代国家化を進め、20世紀後半にはソ連を利用して近代国家化を進めた。これに

対して、外国勢力に反発する農村部のアフガン人は、外国勢力と結託する中央政権とも敵

対した。外国勢力の影をちらつかせながら支配を拡大しようとする中央政権に、地方の諸

勢力は強固な独立心をもって抵抗し、貧困と戦争の苦難に耐えていったわけである（10）。アフ

ガニスタンの中央政権による近代化は、外国勢力の支援なくしては進めることができない

ものであった。しかしその一方で、土着の社会的風土に根付かない近代化は、失敗を約束

されていた（11）。

この構造的な国家統一の困難に由来する半ば慢性的な政治的不安定を克服することは、

アフガニスタンという国にとって常に課題とされることである。そしてその課題こそが、

アフガニスタンの平和構築にとって、最大の焦点となる点なのである。

2 アフガニスタンにおける対テロ戦争の制約

ソ連軍は1988年にアフガニスタンから撤退した。その後もしばらくは政府軍とムジャヒ

ディンの内戦が続いたが、ついに1992年にムジャヒディン勢力によってカブールが制圧さ

れる（12）。しかしムジャヒディン連合政権は、早くも翌1993年には崩壊し、互いの間で戦闘

を展開するようになった。カブールにおいて、1992年以降の1年で、約3万人がムジャヒデ

ィン各勢力間の戦闘の犠牲になるという事態が起こった（13）。
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そこで急速に民衆の支持を広げ、パキスタンやサウジアラビアの支持も得て台頭したの

が、過激なイスラーム原理主義を標榜するパシュトゥーン人を中心とするタリバーン勢力

であった（14）。1990年代後半には、アフガニスタン全土の約90%を実効支配するまでに至る。

タリバーン政権は、イスラーム原理主義に基づく過激な政策を実行し、世界にその悪名

をとどろかせることになった。またテロリスト組織であるアルカイダが、タリバーン政権

下でアフガニスタンを自らの活動拠点としたことも、タリバーン政権の悪評を高めた。米

国のクリントン政権は、1998年のケニアとタンザニアの米大使館爆破事件の後に、アフガ

ニスタン南東部のテロ訓練施設数ヵ所を数十発のトマホーク巡航ミサイルで攻撃した。2001

年9月11日の米国同時多発テロ後、ブッシュ政権はその首謀者をアルカイダのオサマ・ビン

ラディンと断定し、同年10月7日に、アフガニスタンに潜伏するアルカイダ勢力およびその

協力者に対する軍事行動「不朽の自由作戦」を開始した。

現在にまで続くアフガニスタンの「平和構築」プロセスは、「対テロ戦争」の一環として

アルカイダ勢力の駆逐を目指す米国の軍事行動で、タリバーン「実効政府」が放逐された

ことによって始まったものである（15）。ブッシュ政権は、アフガニスタンの紛争解決を、「対

テロ戦争」の勝利によって達成される副次的な目標と考えたのである。そのことは、今日

のアフガニスタン情勢にまで、大きな意味を持ち続けている。

旧ムジャヒディン勢力の北部同盟は、事実上の米国の地上展開部隊としてタリバーン勢

力と戦った。ただしブッシュ大統領は、カブール陥落直前に、北部同盟指導者層に対して、

（米軍の準備が整うまで）カブールへの入城を控えるように呼びかけた。しかしこの呼びかけ

は無視され、ファヒムに率いられた北部同盟軍は、11月13日にカブールに入り、米国に先

立って軍事プレゼンスを確立した。その背景には、タリバーンと敵対して北部同盟側を支

援していた近隣諸国等の思惑もあった。すでに11月9日にはドスタムがマザリシャリフを、

11月12日にはイスマエル・カーンがヘラートを、占領していた（16）。結果として米国の軍事

行動は、アフガニスタンを有力な軍閥が群雄割拠する新たな状態へと陥らせた。

米軍を中心とする国際部隊はアフガニスタンに駐留し続けることになった。しかし米軍

を中心とする国際部隊の主眼は、アルカイダおよびタリバーン勢力に対する「対テロ戦争」

にあった。首都カブールに限定して治安維持任務を行なう国際治安支援部隊（ISAF:

International Security Assistance Force）も展開したが（17）、いずれにしても軍閥が群雄割拠するア

フガニスタンの政治情勢の改善は、手付かずの状態になった。国際連合事務総長特別代表

ラクダール・ブラヒミは、急遽、米国主導の対テロ戦争と一線を画してアフガン人勢力間

の調停に集中する、暫定政権の構成にはパシュトゥーン人の利害が反映されるように考慮

する、十分な暫定期間を設けたうえでロヤ・ジルガ（国民大会議）などの伝統的な政治制度

を活用して民意の反映を図る、などの和平の基本方針をまとめた（18）。

2001年12月5日に成立した「ボン合意」は、このようなブラヒミの考え方にのっとった

ものであった（19）。穏健なパシュトゥーン人を代表するハーミド・カルザイが暫定行政機構

議長に選出されたことは、特にブラヒミや米国などの国際社会側の働きかけによるもので

あった。ボン合意は、緊急ロヤ・ジルガの招集から移行政権の樹立をへて、大統領・議会
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選挙を行なうという、アフガニスタン国家の再建の道筋を定めた合意であったが、それま

での和平交渉の努力の延長線上に位置づけられるべきものでもあった。たとえば、北部同

盟は、2001年夏の段階ですでに、ロヤ・ジルガと選挙の2段構えによる政権構想を文書化し、

それをもってタリバーン政権との和平交渉に臨むことを表明していた（20）。

ところがそれにもかかわらず、タリバーン勢力という内戦の当事者を欠いていたという

点で、ボン合意は不完全で奇妙な和平合意であった。内紛を繰り返してきた他のアフガン

人勢力が統一国家樹立に向けて協力を約束したという点で、ボン合意は少なくとも部分的

な和平合意として理解されるべきものである。しかしそれはあくまでも「部分的な」和平

合意であった。今日に至るまで、アフガニスタンにおいて包括的な和平合意が締結されて

いないことは、何ら不思議なことではない。ボン・プロセスによる国家構築作業と並行し

て、「対テロ戦争」が継続していたからである。

ボン・プロセスにおいては、パンジシール渓谷出身のタジク人に民族的に偏った暫定政

権内の権力関係を、外国勢力の支援を集めるカルザイ大統領がどのように是正していくか

が、一つの焦点となった（21）。しかしそれは困難な作業であった。なぜなら北部同盟とタリ

バーンの間の内戦は終了していなかったからである。それどころか米国という新しい外国

勢力の「対テロ戦争」の介入により、いっそう複雑な構図のなかで展開していくことにな

った（22）。新国家の構築において軍閥勢力は制御されなければならないが、戦争においては

利用されなければならない。そうした矛盾した構図が、アフガニスタンでは定着すること

になった。

3 アフガニスタンにおける国際援助の制約

アフガニスタンにおける国連の役割は、ボン合意で特筆されたとはいえ、その関与は主

にUNAMA（UN Assistance Mission in Afghanistan）による政治的支援と、専門機関による開発援

助に限られた。こうした事情で、米国が中心となって、国際支援体制が作られることにな

った。たとえば2002年1月に開催されたアフガニスタン国際復興支援東京会議は、日米両国

に、欧州連合（EU）とサウジアラビアが加わって共同議長を務め、支援の条件としてボン

合意の遵守が確認されたうえで、各国による複数年間の支援表明が行なわれ、プレッジ総

額は45億ドルに達した。そして援助調整を図るために、分野ごとに実施グループ（IG）を

発足させる体制が作られた。しかし世界銀行、国連開発計画（UNDP）、イスラーム開発銀行、

アフガニスタン支援グループが構成する IG体制は、実際にはうまく機能せず、すぐに諮問

グループ（CG）と呼ばれる別の体制への発展解消が決められた（23）。結果として、分野ごと

に事情が異なる復興体制が常態化することになった。治安面においては、2002年4月に開催

された主要8ヵ国（G8）治安会合によって、治安部門改革（SSR: Security Sector Reform）の支

援体制が決められた。これによって新国軍創設については米国、警察再建についてはドイ

ツ、麻薬対策については英国、司法改革についてはイタリア、そしてDDR（武装解除・動員

解除・社会復帰）については日本（および国連）が「主導国」として、それぞれの分野にお

ける支援体制を調整する責任を負うことになった。結果として、支援体制が複雑になり、
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援助調整に労力がかかるようになった点は否めない。

ボン合意のプロセスが、2004年の大統領選挙と2005年の議会選挙をもって終了したこと

を受けて、新しい平和構築の枠組みとも言える「アフガニスタン・コンパクト」が2006年1

月のロンドン会議で策定された。「コンパクト」とされたのは、アフガニスタンの国家建築

の見通しについてアフガニスタン政府が決意を表明し、これに対して国際社会が支援を表

明するという協約形式をとったためである。国際社会の側からみれば、アフガニスタン政

府の決意を条件として、復興支援を展開させていくための仕組みであると言える。アフガ

ニスタン・コンパクトでは、治安、ガバナンス・法の支配・人権、経済社会開発、麻薬対

策の各分野で達成目標および達成期限を明記している。このアフガニスタン・コンパクト

の履行を支援することを目的にして、アフガニスタン政府側と主要な支援国・機関から構

成されるアフガニスタン共同調整モニタリングボード（JCMB: Joint Coordination and Monitoring

Board）も設立された。しかしJCMBが効果的な援助体制の確立に寄与しているかは、疑問で

ある（24）。

4 アフガニスタンにおける平和構築の限界の認識

現在のアフガニスタンの平和構築は、米国による軍事行動とそれに呼応した北部同盟の

進軍によってタリバーン政権が崩壊し、開始された。そして国際支援体制もまた、そのよ

うな政治情勢を自明の前提として、形作られた。こうした背景をもつアフガニスタンの平

和構築がもつ基本的な性格のいくつかを列挙すると、次のようになる。

第一に、それは群雄割拠状態のなかでの平和構築であった。強権的な手法で地方への統

治を進めると、逆に反発・分裂を招くというのが、独立以降のアフガニスタンの歴史のパ

ターンであった。タリバーン政権崩壊後のアフガニスタンも、有力な軍閥が群雄割拠し、

カブールの中央政権は容易にはその構図を変更できない情勢になっていた。

第二に、アフガニスタンの平和構築は、同じ国土で継続している対テロ戦争と同時並行

的に行なわれる事例の一つとなった。ボン合意は、タリバーン勢力と北部同盟を中心とす

る他のアフガン人勢力との間の武力対立については、まったく触れない「部分的」和平合

意であった。ボン合意は、米国の軍事行動によって全世界規模の対テロ戦争がアフガニス

タンを最前線として続けられていくことを前提とし、その事実を所与のものとして受け入

れている政治的枠組みを明示した。

第三に、米国を中心とする国際支援体制は、独自のものであった。米国の軍事行動を契

機にして始まったため、アフガニスタンの平和構築のプロセスは、米国主導で行なわれる

ことになった。治安部門改革の5分野でそれぞれ「主導国」を決めて、二国間援助を体系化

するようなアプローチは、地域機関が大々的な関与をみせたボスニア・ヘルツェゴビナの

ような場合とも異なり、アフガニスタンの平和構築実施体制の特異性を示すものであった。

国際軍事部隊としては、米国と同盟国が構成する合同軍が対テロ戦争に従事するため、そ

れとは区別されるものとしてNATO軍が構成する ISAFが派遣され、平和維持軍として活動

した。
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つまり群雄割拠の政情のなか、対テロ戦争と同時並行で、紛争当事者である米国主導の

複雑な国際社会の援助体制で行なわれたのが、アフガニスタンの平和構築であった（25）。こ

のような諸条件を踏まえて、さらにアフガニスタンの平和構築が当初からもっていた「限

界」を整理してみよう。

第一に、アフガニスタンの平和構築は、中央政権の権限強化によって問題解決を図ろう

とするものであった。ところが群雄割拠の国内政治情勢は、当初からその解決方法の困難

を示していた。残念ながら、現在までのアフガニスタンの平和構築は、国家統一という課

題について個々の論点ごとに技術的に対応することはあっても、包括的な改善を目指そう

とするものではない。つまり地方の武装集団への対処などを繰り返し会議の議題としてい

る一方で、地理的・歴史的制約をもつアフガニスタンの望ましく、かつ現実的な将来の国

家像についての議論は深められていない。また中央政府に対する援助する側の不信感が、

結果として、援助プロジェクトを動かすことが自己目的化していく状況を生み出した。さ

まざまな援助国・機関が乱立する「国際社会」が主導する復興支援が、政府機能の強化に

直結しない事態が常態化した。

第二に、対テロ戦争の敵対者であるタリバーンおよびアルカイダ勢力に対しては、徹底

した追跡攻撃と組織の掘り崩しが基本的な戦略とされてきた。ところが部分的和平合意と

してのボン合意の仕組みからすれば、タリバーンへの対処は、対象外の問題であった。つ

まり平和構築の全体的な戦略のなかで、タリバーン問題が、そして国境線をめぐる近隣諸

国との問題が位置づけられていないという枠組み上の限界が、当初から存在していた。

タリバーン側からすれば、米国を中心とする国際社会、およびその同盟者、そして国際

社会が押し付けた政治プロセスと対峙することは、外国勢力から英雄的にアフガニスタン

を解放するという立場を強調できるため、かえって好都合なところもあった。実際、タリ

バーンはそのような論理で影響力を拡大させ続けている。ボン合意に関して言えば、タリ

バーンが拒絶したのではなく、国際社会の側がタリバーンを拒絶したのであり、「対テロ戦

争」は、国民融和アプローチとしての平和構築に一つの限界を設定するものであった。平

和構築だけの完結した成功はありえず、対テロ戦争の行方によって平和構築の行方も左右

されるという現実に直面したとき、「対テロ戦争」と平和構築を切り離すブラヒミの判断は、

平和構築の戦略だけでは事態の打開が期待できないという限界を予定するものであった。

第三に、米国主導の支援体制は、米国が主導する現在の国際社会の秩序に、新生アフガ

ニスタンを組み込む方向で平和構築活動が推進されていることを意味する。もしそのよう

な外交姿勢が、少なくともアフガニスタン中央政府の主体的意思に基づき、全般的な支持

を国民から得ることができるものになれば、アフガニスタンの歴史上、画期的な対外・対

内安定化要因となるだろう。しかしパキスタンとの関係ひとつをとっても、アフガン政府

は米国の外交政策上の意向に影響される形で、自らの外交的立場を決めなければならない

状況に陥っている。これはアフガニスタンの平和構築が、その出自により、当初から抱え

ていた限界である。アフガン中央政府は米国の世界大の「対テロ戦争」と運命共同体のよ

うな存在になってしまっている。
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おわりに

アフガニスタンにおける平和構築は頓挫しつつあるのか。もしそうだとすれば、いかな

る要因によるものであり、どの程度までにそう言えるものなのか。本稿は冒頭でそのよう

な問いを設定した。そしてこの問いに答えるために、現状分析というよりはむしろ、アフ

ガニスタンの平和構築の独特の性格に起因する本来的な限界を明らかにする作業を行なっ

た。

アフガニスタンで起こっていることは、当初からその平和構築がもっていた限界を反映

したものであり、その意味では何ら驚くべきものでも突発的なものでもない。定められた

平和構築の政策的枠組みのなかで、多くのアフガン人と国際社会の関係者は努力を払った。

それによって改善した部分もあれば、限界につきあたった部分もある。

限界を克服するためには、技術的な対応だけでは足りず、平和構築の枠組みを総合的に

検討し直す視点が必要である。残念ながら現在のアフガニスタンには、そのような作業を

行なう余裕がない。いたずらに変革を目指す行為は、事態の悪化にしかつながらないだろ

う。しかし単に小手先の作業の積み重ねによって、事態を抜本的に改善し、すべての問題

を解決することはできない。冷静に事態改善を図るための平和構築の長期的な政策的見通

しについて、可能な範囲で、しかし着実に、議論を重ねていくための努力が必要である。

そうでなければ、われわれは状況の囚人となり、いよいよ本当に転落の道を辿っていくこ

とになってしまうだろう。
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